
民間まちづくり活動促進・普及啓発事業

都市利便増進協定、歩行者経路協定、
又は低未利用土地利用促進協定に基
づく施設の整備・活用

・協定等に基づく広場の整備、通路舗装の高質化、
街灯や街路樹の整備、駐輪場の整備 等

・広場等の公共空間を活用したイベント、オープン
カフェ等の実施 等

【直接補助】都市再生推進法人
補助率： 1/2以内(かつ、地方公共団体

負担額以内)

まちの賑わい・交流の場の創出や都
市施設の活用等に資する社会実験等

・空き地・空き店舗等の活用促進
・地域の快適性・利便性の維持向上
・地域のＰＲ・広報 等

【直接補助】 都市再生推進法人、景観協議会､
補助率： 1/2以内（かつ、地方公共団体

負担額以内）

【間接補助】民間事業者等
補助率： 1/3以内（かつ、地方公共団体

負担額の1/2以内）

先進団体が持つ継続的なまちづくり活動のノウハウなどを他団体に水平
展開する普及啓発事業

ⅰ）都市の課題解決をテーマとし、多様なまちづくり関係者を巻き込んだワーク
ショップを開催するなど、まちづくりの現場における現実の課題解決に向けた
継続性のある活動を実践する人材の育成を図る仕組みの構築・運営

ⅱ）ⅰ）と連携しつつ、優れたまちづくり活動の普及啓発

【定額補助】都市再生推進法人､景観協議会､市町村都市再生協議会､地方公共団体
大学又は民間、事業者等（これらを構成員とするJVも含む。）

普及啓発事業

＜オリエンテーション&座学＞
基礎的知識をチーム合同で習得

＜現地スタディ／ワークショップ＞
地元関係者を巻き込んだＷＳ形式
による現地スタディを集中的に行
い、事業実現に向けた実践的なノ
ウハウを習得

社会実験・実証事業等

先進団体が実施する、これから民間まちづくり活動に取り組もうとする者に対する普及啓発事業や、まちづくり会社等
の民間の担い手が主体となった都市再生特別措置法の都市利便増進協定に基づく施設整備等を含む実証実験等に助成す
る。これにより、民間まちづくり活動を広めるとともに、国際競争力や地域活力の向上等を図る。

協定に基づくオープンカフェ等の都市利便増進施設の整
備等によるまちの賑わい、交流の場の創出(イメージ)

取組み以前 オープンカフェ開設後

国際競争力や地域活力の向上等に資するプロジェクトを選定基準に加えるとともに、区域要件・補助対象事業者の見直し・厳格化を図り、
これらの要件に適合する案件への支援を重点的に行うことを通じ、「選択と集中」を徹底する。 Ｎｏ．１



都市再開発支援事業

地域の拠点となる中心市街地の商業地等の活性化を図る観点から、総合的な整備計画に基づき、市

街地再開発事業など各種の事業により市街地の再開発を促進するため、ソフト・ハードの取り組みを
パッケージで総合的に支援する事業。

事業コーディネート業務

事業内容：まちづくり活動支援・住民意見の調整等
補助対象：地方公共団体 【国1/3 】

但し、既成市街地の新たな更新手法※に係る方針を含む場合は
【国1/2】に嵩上げ

再開発準備組織、再開発会社等【国1/3 、地方1/3 】

事業内容：施設詳細設計・計画、保留床価格設定に関する調整
補助対象：保留床管理法人 【国1/3 、地方1/3 】

計画コーディネート業務

コーディネート業務

事業内容：地区再生計画区域内での街区の整備方針等の策定
補助対象：地方公共団体 【国1/3 】

但し、既成市街地の新たな更新手法※に係る方針を含む場合は
【国1/2】に嵩上げ

再開発準備組織、再開発会社等【国1/3 、地方1/3 】

街区整備計画の策定

補助対象：地方公共団体 【国1/3 】

但し、認定再開発事業等に要する費用（土地整備を上限）

ハード支援
事業内容：都市機能増進施設の導入を伴う老朽建築物の建替事業

（１）対象地域

（２）交付対象事業等

※既成市街地の新たな更新手法

・重点密集市街地等における公的不動産等を種地として活用した連鎖型再開発
事業

・都市再生緊急整備地域等における大街区化による土地の有効高度利用事業

・都市機能誘導区域かつ中心拠点区域内において誘導施設の導入を図る再開
発事業

○鉄道・地下鉄駅から半径1kmの範囲内又はバス・軌道の停留
所・停車場から半径500mの範囲内（いずれもピーク時運行本数が片道３本

以上を満たすものに限る。）

○重点密集市街地等
・重点密集市街地 及びその周辺区域(*)
・防災再開発促進地区 及びその周辺区域(*)

(*)丁町目境から概ね500mの範囲内

○都市再生緊急整備地域等
・都市再生緊急整備地域
・再開発促進地区

地区再生計画の策定

事業内容：地域の拠点となる地区の整備方針等の策定
補助対象：地方公共団体 【国1/3 】

但し、既成市街地の新たな更新手法※に係る方針を含む場合は
【国1/2】に嵩上げ

市街地再開発事業
・土地区画整理事業等へ

注）実際の検討状況を示すものではありません。

＜都市再開発支援事業活用のイメージ＞

Ｓ

協議会の発足

まちづくり勉強会・
協議会の開催

○住民意見の調整

○まちづくり活動の支援

街区整備計画
の策定

地区再生計画
の策定

コーディネート
業務
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・国の喫緊の課題である全国都市再生を推進するため、平成16年に都市再生特別措置法を改正し、地域の課題、実情に対応できる
総合性、自由度の高いまちづくり交付金制度として創設。
・社会資本整備総合交付金において、「都市再生整備計画事業」として基幹事業に位置づけられている。

ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽ
社会実験

駅前広場
人工地盤

道路

公園

空き店舗活用

（提案事業）

ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽの社会実験等
のソフト事業等

＋

（基幹事業）

道路、公園、河川、下水道、
地域交流センター、地域生
活基盤施設、高質空間形
成施設、既存建造物活用
事業等

都市再生整備計画事業（従来のまちづくり交付金事業）

歩道整備

※中心市街地活性化等の国として特に推進すべき施策に関連する一定の要件
を満たす地区については、交付率の上限を45％（通常40％）として重点的に支援。

地域の歴史・文化・自然環境等の特性を活かした個性あふれるまちづくりを実施し、全国の都市の再生を効率的に推進することにより、
地域住民の生活の質の向上と地域経済・社会の活性化を図ることを目的とする。

制度目的

制度創設
経緯等

概ね４割※
国費率

地域交流
センター

都市再生整備計画事業

・居住誘導区域内

・市街化区域又は非線引き用途地域内

※平成31年度以降
鉄道駅等から半径１ｋｍの範囲内
又は
バスの停留所等から半径500ｍの
範囲内の区域
（ピーク時運行本数が片道で1時間
当たり3本以上あるものに限る）

○歴史的風致維持向上計画、観光圏
整備実施計画等、観光等地域資源の
活用に関する計画があり、当該市町村
のコンパクト化の方針と齟齬がない
区域

対象区域

・都市再生整備計画の作成
（計画期間は3～5年）
・事前評価

Plan

・事業の実施

Do

・事後評価

Check
・必要な改善策の実施

Action ○立地適正化計画を作成している場合

○立地適正化計画を作成していない場合
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都市機能立地支援事業

○国からの支援のイメージ

②複数の敷地の集約・整序を行い、土地を有
効利用し、生活に必要な都市機能を整備

細分化された敷地に
建築物が立地

敷地を集約し、
医療施設を整備

①低・未利用地を活用し、土地を有効利用する
ことにより、生活に必要な都市機能を整備

まちなかに
低・未利用地が存在

低・未利用地を活用
し、教育施設を整備

③既存ストックの有効活用を図るため、コンバー
ジョンにより、生活に必要な都市機能を整備

核テナントが撤退し、
空きフロアが存在

既存ストックを活用し、
子育て支援施設や

社会福祉施設等を整備

④中心拠点の核の形成に向けて、生活に
必要な都市機能を複合整備

民間事業者が病院と看護学校を
複合整備し、都市機能を確保

・（Ａ）と（Ｂ）のいずれか低い額が国からの支援額となる。
・補助対象事業費に算入できる専有部整備費は23％相当に限る。
・一定の要件に該当する場合、補助基本額（設計費・賃借料以外）のかさ上げにより、民間事業者負担を
軽減可能。

生活拠点区域

都市機能誘導
区域

居住誘導区域

都市再生整備
計画区域

中心拠点区域

公共交通

駅

通常の場合

国費対象
（B）

民間

民間

1/2

1/3

1/2

地方公共団体
からの支援額

（A）

かさ上げに該当する
事業の場合

2/3
国費対象
（B）

民間

民間

2/5

1/5

2/5

補
助
基
本
額

○地方公共団体からの支援として、民間事業者に対する公有
地等賃料の減免や固定資産税等の減免等を実施。

○生活に必要な都市機能（医療・社会福祉・教育文化）を
都市機能誘導区域内へ誘導するため、都市機能整備を
実施する民間事業者に対し、国から直接支援。（補助率1/2）

○「①低・未利用地の活用」「②複数の敷地の集約・整序」「③
既存ストックの活用」「④都市機能の複合整備」を行う事業に
ついては、交付対象事業費のかさ上げを行い、民間負担を
軽減。

病院

看護学校
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都市防災総合推進事業

避難地・避難路等の公共施設整備や防災まちづくり拠点施設の整備、避難地・避難路周辺の建築物の不燃化、
木造老朽建築物の除却及び住民の防災に対する意識の向上等を推進し、防災上危険な市街地における地区レ
ベルの防災性の向上を図る取組を「都市防災総合推進事業」（防災・安全交付金の基幹事業）により支援

事業主体： 市町村、都道府県 等

○ 都市防災総合推進事業の概要

施行地区 ＜事業メニュー①～④＞
以下のいずれかに該当し、都市防災に関する計画（地域防災
計画など）を踏まえて、防災上特に対策が必要とされる地区
・三大都市圏の既成市街地
・大規模地震発生の可能性の高い地域※３

・指定市
・道府県庁所在の市
・DID地区
＜事業メニュー⑤、⑥＞
・重点密集市街地
＜事業メニュー⑦＞
・激甚災害による被災地

交付対象 測量試験費、実施設計費、工事費 等

○ 地区要件等

※３：地震防災対策強化地域、南海トラフ地震防災対策推進地域、日本海溝・千島海溝周辺
海溝型地震防災対策推進地域、又は地震予知観測強化地域、特定観測地域

事業メニュー 主な交付対象施設等 交付率

①災害危険度判定
調査

・各種災害に対する危険度判定調
査

１／３

②住民等のまちづ
くり活動支援

・住民等に対する啓発活動
・まちづくり協議会活動助成

１／３

③地区公共施設等
整備

・地区公共施設（道路、公園等（防
災ベンチ等を含む））

・防災まちづくり拠点施設（津波避
難タワー、防災備蓄倉庫等）

１／２
１／３※１

２／３※２

④都市防災不燃化
促進

・耐火建築物等の建築への助成 １／２
１／３※１

⑤密集市街地緊急
ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ事業

・整備計画策定
・コーディネート １／２

⑥木造老朽建築物
除却事業

・密集市街地における木造老朽建
築物の除却への助成

１／３

⑦被災地における
復興まちづくり総合
支援事業

・復興まちづくり計画策定
・地区公共施設
・防災まちづくり拠点施設
・高質空間形成施設
・復興まちづくり支援施設

１／２
１／３※１

※１： 地区公共施設等整備に関する用地費等は交付率１／３

※２： 南海トラフ特措法に基づく津波避難対策緊急事業計画に位置づけられ、一定
の要件を満たす避難場所、避難路の整備については交付率２／３

津波避難タワー

避難場所となる公園

備蓄倉庫

避難場所に向かう避難通路(階段) 沿道建築物の不燃化

整備前

整備後
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市民緑地等整備事業
制 度 の 概 要

【対 象 都 市】
緑の基本計画又は景観計画が策定済み若しくは策定中で、かつ以下の１）～４）のいずれかの都市
１）特別緑地保全地区の指定等により緑の保全・創出を積極的に行っている都市
２）居住誘導区域等を指定した都市
３）人口10万人以上の都市
４）三大都市圏の政策区域（首都圏整備法の既成市街地及び近郊整備地帯等）に含まれる都市

【交付対象施設】
園路・広場、修景施設、休憩所、門、さく、照明施設 等

【国 費 率】
地方公共団体：１／２（直接補助）、緑地保全・緑化推進法人：１／３（間接補助）

○地方公共団体又は緑地保全・緑化推進法人が、市民緑地契約や、特別緑地保全地区等の土地に係る管理協定等に
基づき行う施設整備で、10年以上の期間に渡って公開が継続するものについて支援

【総 事 業 費】
緑地の開設に必要な全体事業費が2億円以上（用地取得を行う場合の想定事業費及び
緑地保全・緑化推進法人による施設整備費を見込むことができる） ※対象都市1）及び2）を除く

【対 象 事 業】
①地方公共団体又は緑地保全・緑化推進法人が市民緑地契約に基づき行う施設整備

②地方公共団体又は緑地保全・緑化推進法人が管理協定に基づき行う施設整備

③緑地保全・緑化推進法人が市町村長の認定を受けた市民緑地設置管理計画に基づき行う施設整備 等

【面 積 要 件】
原則２ha以上（周辺の都市公園と一体となって２ha以上となるものを含む。）であること。ただし、以下の場合を除く。
１）地域防災計画において避難地として位置付けられるなど、防災上の位置付けがあるものについては１ha以上
（重点都市における事業は、0.25ha以上）

２）都市再生特別措置法に基づく都市機能誘導区域又は居住誘導区域におけるものは、0.05ha以上
３）緑の基本計画等に位置付けられた緑地と農地の一体的な保全を図る区域におけるものについては、0.05ha以上

認定市民緑地の整備イメージ

※③については、要件について現在調整中
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都市公園事業

地域の歴史・文化遺産を保全・活用したまちづくりを推進するため、地域活性化の核となる貴重な歴
史的資産の保存・活用に資する都市公園の整備を支援する。

■古墳、城跡、旧宅その他の遺跡及びこれらを復原したもので歴史上又は学術上価値の高いも

のが補助対象となる

（歴史まちづくり法第５条に規定する認定歴史的風致維持向上計画に同法第５条第２項第３号ロ

に掲げる事項としてその新設又は改築が定められたものに限る。）

○補助対象者
・地方公共団体（歴史まちづくり法第25条に基づき
公園施設の整備を行う認定市町村、及び公園管理
者の許可を受けて都市公園内に施設整備する公園
管理者以外の地方公共団体を含む）【直接補助】

・公園管理者の許可を受けて都市公園内に施設整備
する歴史的風致維持向上支援法人【間接補助】

○交付率
【直接補助】施設１／２、用地１／３
【間接補助】地方公共団体が歴史的風致維持向上支
援法人の補助に要する費用の１／２又は、当該施
設の整備に要する全体費用の１／３のいずれか低
い額

復元された金沢城公園の河北門
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目的： 人口減少、少子超高齢化への備えが必要となり、また、中心市街地の衰退、都市の維持コストの増大、など都市構造に関する課題認識が
高まっている。そこで、モータリゼーションの進展に併せて、市街地が全面的に拡がる拡散型都市構造を見直し、環境負荷低減型のコンパクト
シティへの展開を図る。

自由通路 ペデストリアンデッキ

バリアフリー交通施設

自転車駐車場

荷捌き駐車場

駐車場(P＆Ｒ等）

路面電車・バス等の
公共交通の施設（車両を除く）

○ 補助対象者：地方公共団体 等
○ 補 助 率：１／３ （立地適正化計画に位置付けられた事業１／２）

○ 徒歩、自転車、自動車、公共交通など多様なモードの連携が図られた、自由通路、地下街、駐車場等の公共的空間や公共交通など
からなる都市の交通システムを明確な政策目的の下、都市・地域総合交通戦略等に基づき、パッケージ施策として総合的に支援

都市・地域交通戦略推進事業

交通結節点整備

民間施設と一体となった待合所 交通まちづくり活動の推進

社会実験
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マンション管理適正化・再生推進事業 

 

１．目 的 

マンションにおける課題の解決に向けた合意形成等の成功事例の蓄積を通じ、今後増大す

ることが予想されている老朽化したマンションの管理適正化・再生推進に向けた環境整備を

図る。 

 

 

２．事業概要 

（１）事業内容    マンション管理適正化・再生推進に当たっての課題解決に向けた管 

理組合の活動を後押しする取組を支援 

① マンションの新たな維持管理の適正化・再生促進 

② 老朽化マンションの建替え等の専門家による相談体制等の整備 

 

（２）事業主体   マンション管理組合の活動を支援する法人等 

 

（３）補 助 率  定額補助 

 

（４）限 度 額  1 事業主体あたり 1,000 万円／年（②については 2,000 万円／年） 

 

（５）事業期間    平成 28 年度～平成 30 年度 

 

 

３．平成２９年度予算額（国費） 9,952 万円 
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防災街区整備事業

防災施設建築物

個別利用区

－除却 －土地への権利変換

受け皿住宅
の確保

地区施設
の整備

共同化による防災性の向上
（耐火又は準耐火建築物）

権利変換方式
（除却、移転についての強制力の付与）

事業前

事業後

調査設計計画（権利変換計画作成を含む）
土地整備、共同施設整備（交付率：1/3）

種地

○密集住宅市街地において、老朽住宅等の建替えと公共施設の整備を促進し、住
環境改善、防災性の向上等を図るため、住宅市街地の再生・整備を総合的に行う

住宅市街地総合整備事業（密集住宅市街地整備型）の概要

【整備地区の要件】
・重点整備地区を一つ以上含む地区
・整備地区の面積が概ね５ha以上（重点供給地域は概ね２ha以上）
・原則として住宅戸数密度が３０戸/ha以上の地区

【重点整備地区の要件】
・重点整備地区の面積が概ね１ha以上（重点供給地域は概ね０．５ha以上）
・地区内の換算老朽住宅戸数が５０戸以上（重点供給地域は２５戸以上）
・住宅戸数密度と老朽住宅の割合が一定以上

事業に関連する公共施設の整備

道路・都市公園・河川等の整備

関連公共施設整備

（交付率：通常事業に準ずる）

老朽建築物等の除却・建替え

沿道建築物の不燃化

延焼遮断帯形成事業

一定の要件を満たす沿道建築物の外壁・開口部・
屋根等の整備等（交付率：1/3)

共同・協調化建替

除却等、階段や通路等の共同施設整備、空地整備等
（交付率：１/3）

防災建替え・認定建替えにより個別
の建替を助成（戸建住宅にも助成）

除却等、階段や通路等の共同施設整備、空地整備等

（交付率：1/3)

老朽建築物、空き家等の除却

買収費、除却工事費、通損補償等

（交付率：1/2、1/3、２／５)

受け皿住宅の整備

従前居住者用の受け皿住宅の整備

都市再生住宅等整備事業

調査設計計画、従前居住者用賃貸住宅整備等（交付率：1/３、1/2、2/3）

地区内の公共施設の整備

道路・公園等の整備

コミュニティ施設の整備

（集会所、子育て支援施設等）

（交付率：1/2、1/3）

建築物への権利変換による土地・建物
の共同化を基本としつつ、個別の土地
への権利変換を認める柔軟かつ強力な
事業手法を用いながら、老朽化した建
築物を除却し、防災機能を備えた建築
物及び公共施設の整備を行う

社会資本整備総合交付金、防災・安全交付金の基幹事業
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住宅市街地総合整備事業（拠点開発型・街なか居住再生型）の概要

○既成市街地において、快適な居住環境の創出、都市機能の更新、街なか居住の
推進等を図るため、住宅市街地の再生・整備を総合的に行う

事業に関連する公共施設の整備

道路・都市公園・河川等の整備

関連公共施設整備

（交付率：通常事業に準ずる）

良質な住宅の供給

拠点開発地区における
良質な住宅の供給

市街地住宅等整備事業

調査設計計画、土地整備、 共
同施設整備

（交付率：1/3）

地区内の公共施設の整備

道路・公園等の整備

コミュニティ施設の整備

（集会所、子育て支援施設等）

空き家等の活用

・空き家又は空き建築物の取得（用地費
は除く。）、移転、増築、改築等

等

（交付率：１/３）

受け皿住宅の整備

従前居住者用の受け皿住宅の整備

都市再生住宅等整備事業

調査設計計画、従前居住者用賃貸住宅整備等（交付率：1/３、1/2）

街なか居住再生型の地区要件
【整備地区の要件】
・重点整備地区を一つ以上含む地区
・整備地区の面積が概ね５ha以上
（重点供給地域は概ね２ha以上）

【重点整備地区の要件】
・重点整備地区の面積が概ね１ha以上30ha以下
（重点供給地域は概ね０．５ha以上30ha以下）

・一定の条件を満たす中心市街地
・重点整備地区で概ね50戸以上かつ10戸/ha以上
の住宅整備を行う

拠点開発型の地区要件
【整備地区の要件】
・重点整備地区を一つ以上含む地区
・整備地区の面積が概ね５ha以上（重点供給地域は概ね２ha以上）
・原則として住宅戸数密度が３０戸/ha以上の地区

【重点整備地区の要件】
・重点整備地区の面積が概ね１ha以上
（重点供給地域は概ね０．５ha以上）

・三大都市圏の既成市街地、重点供給地域、県庁所在地、一定の条
件を満たす中心市街地等

・原則として概ね1ha以上かつ重点整備地区面積の20％以上の拠点
的開発を行う区域を含む

社会資本整備総合交付金、防災・安全交付金の基幹事業
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目 的

住宅確保要配慮者（低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子供を育成する家庭その他住宅の確保に特に配慮を要する者）
の民間賃貸住宅（新たな住宅セーフティネット制度における住宅確保要配慮者向けの住宅等）への円滑な入居の促進を図るた
め、居住支援協議会等による住宅確保要配慮者の入居円滑化の取組み等を支援する。

国 土 交 通 省国 土 交 通 省

・住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への入居円滑化の
ための活動への支援
○住宅等の情報の登録・更新
→ホームページ等での公開、積極的な情報発信等

○要配慮者向けの住宅相談業務
→住宅相談事業の実施等

○要配慮者のニーズ等を把握するための業務
○要配慮者の入居円滑化に向けたその他取組業務 他

居住支援協議会の概要

居住支援協議会等による住宅確保要配慮者の民間賃
貸住宅（新たな住宅セーフティネット制度における
住宅確保要配慮者向けの住宅等）への入居円滑化の
取組み等への支援

①住宅等の情報の登録・更新業務
②要配慮者向けの住宅相談業務（マッチング業務）
③要配慮者のニーズ等を把握するための業務
④要配慮者の入居円滑化に向けたその他取組業務
⑤新たな住宅セーフティネット制度の周知・普及等に係る取組

【事業内容】

セーフティネット
住宅

居住支援協議会

ニーズ把握
マッチング

登録

居住支援協議会による体制の整備

要配慮者

入居

地方公共団体

（２）設立状況
・64協議会（全都道府県・17区市町）が設立
（H29.1末時点）

（１）構成
・ 地方公共団体の住宅担当部局及び自立支援、
福祉サービス等担当部局

・ 宅地建物取引業者や賃貸住宅を管理する事
業を営む者に係る団体

・ 居住に係る支援を行う営利を目的としない
法人等により構成

不動産関係団体

居住支援団体・
居住支援法人

概 要

重層的住宅セーフティネット構築支援事業（居住支援協議会等活動支援事業）

居住支援法人の概要

居住支援サービスを提供するNPOや社会福祉法人等を
地方公共団体が指定する制度を創設予定
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○ 高齢者、障害者、子育て世帯等の多様な世帯が安心して健康に暮らすことができる住環境（スマートウェル
ネス住宅）を実現するため、サービス付き高齢者向け住宅の整備、高齢者生活支援施設や子育て支援施設等
の福祉施設の整備及び先導的な取組を支援。

○ 上記に加え、平成29年度の拡充内容として、民間賃貸住宅や空き家を活用した新たな住宅セーフティネッ
ト制度の創設に伴い、住宅確保要配慮者向け住宅の早期確保を図り、その供給促進を図るため、既存住宅等
を改修して住宅確保要配慮者専用の住宅とする場合の改修費に対して支援。

スマートウェルネス住宅等推進事業の概要

○サービス付き高齢者向け住宅の供給の加速や多様な居住ニーズに応じた整備の推進を図るため、整備費に対して支援を実施

①サービス付き高齢者向け住宅整備事業

○住宅団地等における福祉施設の整備促進のため、整備費に対して支援を実施
補助率 ：１／３ 補助限度額：1,000万円/施設
対象施設：高齢者生活支援施設、障害者福祉施設、子育て支援施設
事業の主な要件：①原則として住宅団地等の戸数が100戸以上であること

② 地方公共団体と連携して「スマートウェルネス計画」が定められていること ※

②スマートウェルネス拠点整備事業

○高齢者等の居住の安定確保及び健康の維持・増進に資する先導的な事業として選定されるものに対して支援を実施

③スマートウェルネス住宅等推進モデル事業

【住宅 】
新築 1/10（上限 120万円／戸 等）
改修 1/3 （上限 150万円／戸 等）

【高齢者生活支援施設】
新築 1/10（上限1,000万円／施設 等）
改修 1/3 （上限1,000万円／施設 等）

○新たな住宅セーフティネット制度の創設に伴い、既存住宅等を改修して住宅確保要配慮者専用の住宅とする場合の改修費に対し
て支援を実施

④住宅確保要配慮者向け住宅の改修費に係る支援

補助対象 ：○「事業目的の達成のために必要な範囲を過度に逸脱する
華美又は過大な設備」について、補助対象外とする。

○家賃30万円／月以上の住戸を補助対象外とする。
補助限度額：○住戸部分の床面積が25㎡未満のサ高住の建設について、

補助限度額を120万円／戸から110万円／戸に切り下げる。

※平成２９年度より②の手続きを円滑化

補助率：１／３ 補助限度額：５０万円／戸 等

〔建設工事費〕補助率：新築１／１０、改修２／３ 〔技術の検証等に係る費用〕補助率：２／３

＜変更内容＞

対象工事：バリアフリー改修工事、耐震改修工事、共同居住用のための改修工事、間取り変更工事 等

既存ストックを
改修するサ高住

地域のサービス
拠点施設を併設

するサ高住

高齢者生活支援施設

夫婦向けのサ高住

ICTを活用した見守
り等の先導的取組

一般のサ高住
子育て支援施設
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「海風の国」佐世保・小値賀観光圏（平成２５年度）
（公財）佐世保観光コンベンション協会
（長崎県：佐世保市、小値賀町）

富良野・美瑛観光圏（平成２５年度）
（一社）ふらの観光協会
（北海道：富良野市、美瑛町、上富良野町、中富良野町、南富良
野町、占冠村）

雪国観光圏（平成２５年度）
（一社）雪国観光圏
（新潟県：魚沼市、南魚沼市、湯沢町、十日町市、
津南町、群馬県：みなかみ町、長野県：栄村）

阿蘇くじゅう観光圏（平成２５年度）
（公財）阿蘇地域振興デザインセンター
（熊本県：阿蘇市、南小国町、小国町、産山村、高森町、西原村、
南阿蘇村、山都町、大分県：竹田市、宮崎県：高千穂町）

八ヶ岳観光圏（平成２５年度）
（一社）八ヶ岳ツーリズムマネジメント
（山梨県：北杜市、長野県：富士見町、原村）

にし阿波～剣山・吉野川観光圏（平成２５年度）
（一社）そらの郷
（徳島県：美馬市、三好市、つるぎ町、東みよし町）

ニセコ観光圏（平成２６年度）
（一社）ニセコプロモーションボード
（北海道：蘭越町、ニセコ町、倶知安町）

海の京都観光圏（平成２６年度）
（一社）京都府北部地域連携都市圏振興社
（京都府：福知山市、舞鶴市、綾部市、宮津市、
京丹後市、伊根町、与謝野町）

浜名湖観光圏（平成２６年度）
（公財）浜松観光コンベンションビューロー
（静岡県：浜松市、湖西市）

豊の国千年ロマン観光圏（平成２６年度）
（一社）別府市観光協会
（大分県：別府市、中津市、豊後高田市、杵築市、宇
佐市、国東市、日出町、姫島村）

水のカムイ観光圏～釧路湿原・阿寒・摩周～ （平成２７年度）
（一社）釧路観光コンベンション協会
（北海道：釧路市、弟子屈町）

トキめき佐渡・にいがた観光圏（平成２７年度）
（一社）佐渡観光協会
（新潟県：新潟市、佐渡市）

香川せとうちアート観光圏（平成２７年度）
（公社）香川県観光協会
（香川県：高松市、丸亀市、坂出市、善通寺市、観音寺市、さぬき
市、東かがわ市、三豊市、土庄町、小豆島町、三木町、直島町、
宇多津町、綾川町、琴平町、多度津町、まんのう町）

地域の実施主体が共同して、計画を作成
【実施内容（例）】
● ブランド戦略策定
●宿泊魅力の向上（おもてなし向上研修等）
●滞在コンテンツ充実（体験メニュー作成等）
●移動利便性の向上（交通機関共通パス等）
●情報発信の充実・強化

観光圏整備実施計画
（観光圏整備法に基づき国土交通大臣認定）

○観光地域ブランド確立支援事業（補助事業）
○旅行業法の特例
○社会資本整備についての配慮
○農山漁村活性化法の特例

支援措置

認定圏域名（認定年度）
実施主体名
（対象市町村名）

25年度認定（6地域）

26年度認定（4地域）

27年度認定（3地域）

観光圏整備法(注)に基づき、自然・歴史・文化等で密接な関係のある観光地を一体とした地域（観光圏）において、地
域の関係者が連携し、幅広い観光資源を活用することにより、国内外の観光客が２泊３日以上の滞在・周遊ができる観
光地域づくりを促進する。
(注)観光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞在の促進に関する法律

観光地域ブランド確立支援事業（観光圏の整備）
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「小さな拠点」を核とした「ふるさと集落生活圏」形成推進事業

「小さな拠点」：日常生活に必要な機能・サービスを集約・確保し、周辺集落との間
を交通ネットワークで結んだ地域の拠点

〇「小さな拠点」を核とした「ふるさと集落生活圏」

形成推進事業

●対象地域：過疎、山村等の条件不利地域

●実施主体：市町村、ＮＰＯ法人等（間接補助）

●対象事業

・遊休施設を活用した、小さな拠点の形成に向けた

既存施設の再編・集約に係る改修

人口減少・高齢化が進む中山間地域等において、基幹集落に複数の生活サービスや地域活動の場
を集め、周辺集落とネットワークで結ぶモデル的な「小さな拠点」の形成を推進するため、既存公共施
設の再編・集約に係る改修に対して支援を行う。
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子どもの水辺協議会

・市民団体
・市区町村教育委員会
・河川管理者 等

子どもの水辺
サポートセンター

水辺の楽校
プロジェクト

文部科学省・国土交通省・環境省連携

登録申請

水辺整備
が必要な
場合 水管理・国

土保全局長

河川管理者水辺整備

水辺の登録
・資機材の貸出
・各種情報提供
・市民団体等の
コーディネート 等

活動
支援

子どもの水辺
推進会議

・文部科学省
・国土交通省
・環境省

プロジェクトの支援

子どもの水辺
連絡会

・都道府県教育
委員会
・河川管理者 等

水辺の登
録を報告

■ 地域の市民団体、教育関係者、河川管理者等が一
体となって、子どもの水辺協議会を設置。

■ 「子どもの水辺サポートセンター」が活動を支援（資
機材の貸出，活動のコーディネート等）。

■ 必要に応じて「水辺の楽校プロジェクト」により施設
整備を実施。

■ 平成２７年度末現在、全国で３０２箇所が登録され
ている。

＜都道府県レベル＞

＜国レベル＞

＜水辺ごと＞

「子どもの水辺」再発見プロジェクト
文部科学省・国土交通省・環境省連携プロジェクト Ｈ１１年度創設

「子どもの水辺」での活動の様子（漁川（北海道））

H12 制度のスタート
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82

34 47
19 21 13 21
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ＮＰＯや住民団体と連携した自然再生の取組み

ＮＰＯ、地域の住民団体、関係行政機関が連携、協力して、地域における自然の再生を目的に、
湿地・干潟の再生や、水辺の再生など自然再生を推進している。
実施事例 ・円山川（兵庫県）・・・・・・・・・・コウノトリと共生できる環境の復元

・国府川・天王川（新潟県）・・・湿地の創出、河川の自然再生（トキの生息環境の復元）

・ＮＰＯや地域住民の参画により、現地の状況が的確に把握され事業実施に反映されている。
・また、自然再生がより多くの住民の協力により進められている。

○円山川は昭和３０年頃まで、コウノトリ
が多数生息する河川。
○周辺の開発、農薬の影響等により、
コウノトリは絶滅。（日本で最後の野生
生息地となった）

コウノトリの採餌環境の創出
・河川管理者・・川の掘削を行う際に水深が浅い
湿地帯の創出、川と用水路との連続性の確保等

・地域住民・・無農薬農業の実施等

写真提供：兵庫県立コウノトリの郷公園

コウノトリの野生復帰

改修直後（2007年6月）

湿地化

掘削範囲

○湿地の創出（地元住民もコウノトリの生息
環境に配慮した高水敷切下げに理解）
○用水路との連続性の確保

環境負荷の
小さいアイ
ガモ農法の
実施

コウノトリ野生復帰推進連絡協議会円山川の事例

地元農家等の取組

河川管理者の取組

ＮＰＯとの連携

○自然再生の計画段階から協議
会にメンバーとして参画。
○治水工事における環境への配
慮事項について助言。
○モニタリング調査への助言や
現地調査を市民も参加して協同
で実施。

地元では、極力、農薬を使わな
い営農を実施。コウノトリの餌と
なる小魚やドジョウ等の生息環
境を確保。
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■河川協力団体指定状況（平成２８年９月３０日時点）

・全国の河川協力団体の指定数は、２３０団体。

国管理河川；２２６団体

県管理河川；４団体（徳島県、栃木県、東京都）

・指定を受けた団体は、河川敷の清掃、 ビオトープの整備、魚道の

設置等を行っており、今後も河川の維持、河川環境の保全等に関

する様々な活動が期待されます。

河川協力団体制度の創設
（平成25年7月11日施行）

◆ 河川協力団体制度とは、河川管理者自
発的に河川の維持、河川環境の保全等
に関する活動を行うNPO等とがパート
ナーシップを結ぶものです。

◆ 河川協力団体としての活動を適正かつ
確実に行うことができると認められる
法人等が対象となり、河川管理者に対
して申請を行います。
申請を受けた河川管理者は、適正な審
査のうえ、河川協力団体として指定し
ます。

■河川協力団体に指定されることによる、許可等の簡素化

河川協力団体が活動するために必要となる河川法上の許可等について、
河川管理者との協議の成立をもって足りることとなる。

■河川法第99条に基づく河川管理施設の維持等の委託先として、

河川協力団体及び一般社団法人、一般財団法人を追加

河川管理者が必要と認める場合には、河川協力団体等の団体が河川管理
施設の維持等の委託を受けることが可能となる。

河川敷清掃 船による監視

外来種調査 安全利用講習

①河川管理者に協力して行う河川工事又は河川の維持
②河川の管理に関する情報又は資料の収集及び提供
③河川の管理に関する調査研究
④河川の管理に関する知識の普及及び啓発
⑤上記に附帯する活動

《河川法の許可等》
・工事等の実施の承認（河川法第20条）
・土地の占用の許可（河川法第24条）
・土石以外の河川産出物の採取の許可（河川法第25条後段）
・工作物の新築等の許可（河川法第26条第１項）
・土地の掘削等の許可（河川法第27条第1項）
・権利の譲渡の承認(河川法第34条第1項(第24条及び第25条後段の

許可に係る部分に限る。))

《河川法第99条の委託の事例》

・外来水草の除去
・河川の安全利用に関する啓発活動

河川協力団体の活用について

河
川
管
理
者

法人
又は
団体
（
NPO
等）

申請

指定 自主的活動

パートナーシップの構築
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造成した干潟や生物共生型港湾構造物等のみなとの良好な自然環境を活用して、地域のNPOや自治体、教
育機関等と連携した「海辺の自然学校」を開催し、自然体験活動・環境教育の機会を提供する。

環境に配慮した港湾行政の取組や、港湾・海洋における環境保全の大切さに対する地域住民の理解の増進
をはかる。

展開スキーム

国土交通省

●港湾整備により発生する
浚渫土砂等を有効活用し
干潟・藻場等を造成

●海辺の自然体験プログラ
ムの提供

●多様な主体との連携

自治体・ＮＰＯ等

●市民参加の促進

●総合学習(地域性のある)

●地域の活性化

●NPOのネットワーク化

●指導者養成

連携

●企画立案
●運営体制整備
●広報・参加募集

港湾事務所内の施設「潮彩の渚」
での生き物（あさり等）調査
（神奈川県横浜港）

アマモの勉強会やカヤック乗船
「海の勉強会（うみべん）」
（青森県青森港）

浚渫土砂で造成した
大島干潟での生物観察
（山口県徳山下松港）

親水緑地と周辺の自然干潟を
活用した「干潟フェスタ」
（熊本県熊本港）

・NPO等に自然体験・環境活動のノウハウが蓄積され、主体的
な自然体験活動等の実施が活発化
・地域住民が、良好な港湾環境形成に自ら積極的に参画する意
識を醸成

「海辺の自然学校 」

海辺の環境教育の推進（海辺の自然学校）
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